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研究成果の概要：本研究は戦前の中等学校における公民教育がいかなる実態を持っていたか。

特に昭和 6年に設置され、昭和 18 年にカリキュラム上から姿を消した「公民科」について「修

身」との関係を考慮しつつ、その消滅と要因を教育審議会資料等、諸資料から検討した。研究

成果は次の 2点である。①中央の行政側が大きな変革として考えているこの時期の国家観念の

強調に対して、現場では実践的問題との対応というクッションによって受け止めていたこと、

②戦前の公民教育と戦後の「公民教育構想」との類似性が内容・方法においてみられるという

指摘を再確認したこと、である。このことは現在の教育課程改革においても行政側の理念と現

場側の受け止め方に一定の差があることを考える必要があることを示唆している。 
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１．研究開始当初の背景 
 
戦前の公民教育に関する研究については、堀
尾輝久、高山次嘉、中野重人、斉藤利彦らに
よって主として公民教育の形成過程を中心
に検討が行われてきた。しかしながら、先行
研究においては特に昭和 10 年代の公民教育

の変質過程に対する検討が十分に行われて
きたとはいえない。一方で、筆者は、これま
で、現在の公民教育を含めた社会科教育の本
質把握のために、歴史的アプローチをとり、
「初期社会科」の研究を行った後(木村勝彦、
「西多摩プラン」における社会科教育論の考
察－ 今井誉次郎の社会科教育論の視点から



－『筑波大学教育学研究集録』第 11 集、
49-60(1987)等参照)、第二次世界大戦前の先
行経験としての公民教育の歴史的検討を明
治期から昭和期にわたって行ってきた。本研
究は、筆者のこうした問題関心と現在の研究
状況に鑑み、これまで筆者が行ってきた研究
をさらに発展させて、十分な成果があがって
いないと考えられる昭和 10 年代の中等学校
における公民教育について検討しようとし
たものである。また社会科の先行経験として
の公民教育研究の必要性から戦後の「公民教
育構想」との関連にも目を向けることとした。
この研究によって、初期の社会科研究、具体
的には戦後初期の公民教育構想との関連を
明らかにし、現在の高等学校「公民科」ある
いは中学校社会「公民的分野」についても、
公民的資質の歴史的検討という視点から将
来の指針を示し得ると考えた。 
 
２．研究の目的 
 

上記の目的達成のため、本研究は、戦前の

公民教育の実態を制度的な観点を中心に教育

内容・方法にわたって検討し、更にそこで得

た知見をもとに、戦前の公民教育と、戦後、

成立した教科「社会科」との制度的、方法的・

内容的関係について戦後の公民教育構想を通

して考察を及ぼそうと考えた。またそのこと

で現在の中学校社会「公民的分野」、高等学

校の「公民科」に対して何らかの示唆を得ら

れると考えた。 

 

(1)戦前の中等学校における公民教育がいか

なる実態を持っていたか。特に昭和 6 年に設

置され、昭和 18 年にカリキュラム上から姿を

消した「公民科」について「修身」との関係

を考慮しつつ、消滅要因を教育審議会資料等、

諸資料から検討する。 

 

(2)上記の作業は、中央の行政的な観点からの

公民科の検討になるが、そこで得た枠組み 

が、地方において、どのように反映されてい

るかを検討する。 

 

(3)以上の成果及び既に検討を行っている師
範学校に対する研究の成果（木村勝彦、戦前
の師範学校における公民教育－昭和 10 年代
の師範学校における『公民科』及び『国民科
修身公民』の検討を通して－『社会科教育研
究』 第 93 号(日本社会科教育学会)、１
-12(2004)）をもとに戦前の公民教育のいわ
ゆる変質過程と戦後の「社会科」成立との関
連性を公民教育構想との関係から検討し、社
会科教育における公民教育の意味を考える。 
 

３．研究の方法 
 
【平成１９年度】 

(1)誌論文の収集 

現在既に所持している資料に加えて『教育

関係雑誌目次集成』(教育ジャーナリズム史研

究会編)等によって旧制中等学校関係の公民

教育に関する文献及び資料をリストアップし、

主として戦前の教育関係雑誌の存在状況から

国会図書館、東京大学教育学部図書室及び筑

波大学中央図書館において資料の収集を行っ

た。 

 

(2)公民教育関係書籍の収集 

上記作業と平行し、現在既に所持している

書籍に加えて古書店等で入手し得る中等教育

の公民教育に関する書籍を逐次購入し、入手

不可能なものに関しては学術情報処理センタ

ーとのアクセスにより所蔵図書館を検索した

上、本学図書館を通して借り出すことにより、

収集した。 

 

(3)前の審議会関係の資料収集と検討 

上記の作業を前提に中等教育段階の公民教

育に関し、教育関係審議会の議事録の関係部

分の収集及び検討を行った。具体的には「教

育審議会」(昭和 12 年－昭和 16 年)の議事録

を中心とし、それとのかかわりから「文政審

議会」(大正 13 年－昭和 12 年)「衆議院議員

選挙革政審議会」(昭和５年－６年)等の関係

審議会の関係部分の収集及び検討も行った。 

 

(4)地方の公民教育に関する資料収集 

 茨城県立歴史館等において資料収集を行い、

また戦前の教育関係雑誌から地方の公民教育

関係の記事の収集を行った。それに加えて古

書購入および都立図書館等によって東京にお

ける中等教育関係の資料収集を行った。 

 

【平成２０年度】 

(5)収集資料の整理と検討 

上記資料の収集がほぼ終了した段階でデー

タベース化作業(資料名、キーワード等の打ち

込み作業)、及び収集資料のファイリング作業

を行った。 

  

(6)資料の分析及びテーマの解明 

上記作業によって分類・整理され、データ

化された資料をもとに、当該テーマの解明に

向けて分析作業を行った。 

 

(7)関係学会への報告 

上記分析による結果をもとにして、口頭発



表による報告を行った(平成20年10月日本社

会科教育学会第 58 回全国研究大会(滋賀大

会)) 

 

(8)研究成果を学会紀要等に報告 

これまでの成果をもとに論文を作成した

(茨城大学教育学部紀要（教育科学）no.58  

2009-7) 

 

(9)戦後の公民教育構想との関係の考察 

(8)までの成果の上にたって、戦後の公民教

育構想との関係の検討を行った。 

 

(10)現代の学習指導要領おける公民教育との

関連性の検討 

本研究の現代的意義を確認するために平成

20年 7月に改訂された「中学校学習指導要領」

の「公民的分野」の特色を検討した(参考文献 

木村勝彦「社会科教育法 公民的分野 『私

たちが生きる現代社会と文化』単元の位置づ

けとその構想」中学校社会 教科通信「Socio 

express」2009 年秋号<教育出版>) 

 
４．研究成果 
 
(1)戦前の公民科研究の意義について 

本研究では戦前の公民教育の意義を検討す

るために、特に中学校段階の昭和 10 年代の公

民教育について 1937 年の教授要目の改訂を

中心に検討を行った。 

この時期、日本は 1931 年の満州事変の勃

発、1932 年の思想問題に対処するための国民

精神文化研究所の創設、そして 1935 年の天皇

機関説問題に伴う国体明徴運動の発生とそれ

に対する教学的対応として教学刷新評議会の

設置など教育に対しても国家的統制を強めつ

つあった。 

 その意向を受けて 1937 年に出版された文

部省による『国体の本義』はシンボル問題と

権力問題における天皇主義化、対外問題にお

ける大日本主義の維持強化、現人神観及び神

国観の復活強化と家族国家観の維持という傾

向」を持ったとされるが、それを前提に、同

年、中学校、実業学校、高等女学校及び師範

学校の教授要目が改訂された。このときの改

訂は中学校の場合、「愈々国体ノ本義ヲ明徴

ニシ一層国民精神ヲ作興シ兼テ時代ノ進運ニ

伴フ教授内容ノ刷新充実ヲ期スルノ趣旨ニ基

クモノ」とあり、旧教授要目に対して「国体

明徴」「国民精神の作興」を旗印に時代の風

潮にあわせて改訂したものであった。この時

の中等学校に対する公民科の内容は自由主義

的・個人主義的傾向を避けようとしたものと

され、『国体』観念こそが、公民科の教育内

容の統一的編成原理として把握されることと

なったと評価されている。 

 その後、公民科は教育審議会の答申を受け

て、1943 年の中等学校令で中学校、高等女学

校及び実業学校については国民科修身の中に

「吸収」されることになる。これは統一原理

としての「国体」観念が単元構成の実質的な

レベルで教育内容の拡散をもたらした結果、

形式的なたてまえ的賛美が改訂要目に与えら

れ、結果的にこれらのことが公民科の自壊を

導いたとされる。このように、公民教育は1937

年の改訂を経て変質し、天皇主義的色彩が強

くなった結果、1943 年の改訂で教科としての

存在価値がなくなり、修身に吸収されたと説

明される。しかし、この時期の公民科の位置

づけについては、主として、教授要目ないし

諸雑誌における行政官の論考の検討など教育

行政レベルでの検討が主流であり、一方で、

教育現場のレベルまで含めた検討は十分では

ないと考えた。 

そこで、本研究ではそのための教育行政レ

ベルと教育現場レベルをつなぐ役割を担った

二つの中等教育に関する研究会の事例を検討

した。そこでは、1931 年の公民科設置直後か

ら大正デモクラシー的な意味合いが強いとさ

れるその性格とは若干のずれを持ちながら現

場教員の間では議論が行われていたこと、さ

らには上記のような国体明徴の主張が 1937

年以降、議論されながらも、現場では、教科

書の使用、要目内容の統一性等の教育内在的

議論、さらには公民的訓練の強調など多彩な

議論が行われていた。 

検討の結果、そこから伺えることは、中央

の行政側が大きな変革として考えている国家

観念の強調に対しては、現場では実践的問題

との対応というクッションによって受け止め

られていたのではないかということである。

中等教育における公民科の位置づけについて

はすでに 1931 年の公民科設置の時点から実

業補習学校公民科教授要綱に比較して国家の

位置づけが強く出ていたと指摘されているこ

と、したがって現場では 1937 年の改訂に関し

ては国体観念の強化という上からの要請をあ

まり抵抗なく、受け止めつつも、実際の授業

を前提に方法的な問題に関する方がむしろ関

心としては大きかったのではないかと考えら

れる。 

 

(2)戦後の公民教育構想との関係について 

公民教育構想は、終戦直後から始まる前田

多門文相のもとで進められた公民教育の振興

から始まり、公民教育刷新委員会の成立とそ



の答申、公民教育要目委員会による公民科教

材配当表の作成を経て『国民学校公民教師用

書』及び『中等学校青年学校公民教師用書』

の成立を以て歴史的には完成する。そして現

場では公民科の授業が『公民教師用書』が出

される数ヶ月前から開始される一方、1946 年

秋には社会科の導入が文部省とＣＩＥとの間

で合意され、社会科の成立へと向かっていく。 

公民教育刷新委員会答申は次のような内容

となっている。第１号答申は「公民教育の目

標」のもと「学校教育における公民教育」と

「社会教育に於ける公民教育」とに分れ、前

者は更に「公民科教育」と「公民的実習」に、

後者は青少年及び成人に対する公民教育にそ

れぞれ分けられている。目標にあるようにそ

の趣旨は社会と個人が相互に有機的に関連し

ていることを理解した上で、共同生活のよき

構成者になることである。また第２号答申は

その題目「学校教育に於ける公民教育の具体

的方策」にあるように、第１号答申の「学校

教育における公民教育」の部分を更に詳細に

説明したものと解される。そこでは、まず世

界の平和と人類の文化に貢献することが目標

とされ、その為に国家体制は民主主義化する

こと及び国民が国際協調の精神を持ち、生活

を合理化することが必要とされる。以上のよ

うな国家の方向を基礎に公民教育の目的が第

１号答申の「公民教育の目標」と表裏一体の

ものとして示される。そしてこの目的にそっ

て、公民教育の根本方向が７つ記される。こ

れらは合理的精神の涵養を要求するものと、

社会と個人の関係を論じたものとに分けられ

る。もちろん、合理的精神の涵養は究極的に

は公民教育の目的の「理解」を通して、又、

社会と個人との関係については「共同生活ニ

於ケル個人ノ能動性ノ自覚」によって、それ

ぞれ「共同生活のよき構成者となる」ことへ

つながるものである。なお根本方向の「7，公

民教育ノ方法ニツイテノ若干ノ指標」は教科

内容の取り扱いについて、立体的総合的な教

科内容の構成と具体的な事象を通した取り扱

いを強調したものである。 

以上のことから、答申に記された公民教育

は方法的には「共同生活のよき構成者となる」

ために徳目的教授を廃して、「生活ト行動ト

ヲ自覚的ニ社会化スル」ことすなわち学習者

の生活に沿った教育を行うことが主張されて

いたと言える。 

このような内容を持つ公民教育構想である

が、それを戦前の公民教育との関連で考える

と以下のようなことがいえる。 

① 戦後の「公民教育構想」は民主主義を
中心的な概念とし、合理的精神の涵養

と共同社会におけるよき構成者の育成
を目標としていたことについては戦前
の特に 1937 年改訂以降の「国体精神の
涵養」を根本概念として考えていたこ
ととは当然、逆転した形をとっている。 

② しかし、戦後提示された内容は戦前の
1931年に提示された公民科の配列をベ
ースにしていること、そして 1937 年の
改訂についても、それが「国家」を全
面に出していることを除いては類似し
ている部分が散見されること。また方
法的な側面からは「公民教育構想」が
断片的知識を改革するよう示している
ことに対して、戦前の公民教育におい
てもかつて「法制及経済」から同様の
形で公民科を設置したことなど類似的
側面も見られる。 

以上のことから、戦後の「公民教育構想」

と戦前の公民科については理念としては対極

にあるものの、内容及び方法としての類似的

側面を持っており、その意味での連続性を考

えることが可能であることがわかった。ただ

し、その詳細についてはさらに検討の余地が

あると考えられる。 

 

(3)現在の指導要領を考える上での意義につ

いて 

 本研究は、戦前の一時期における公民教育

に関する研究である。現在、進行中の教育課

程改革との関連で考えるとこの研究はどのよ

うな意味を持ち得るのか。今回、改訂された

中学校指導要領「社会」では、周知のごとく

改訂の方針として、①基礎的・基本的な知識、

概念や技能の習得、②言語活動の充実、③社

会参画、伝統や文化、宗教に関する学習の充

実、の三点が示された。 

 内容的には戦前の公民科の実施状況から同

時代を学習対象とするという類似性を持ち、

かつ行政側が理念を示しながらも実際に教育

現場では教育を取り巻く状況や現場で具体的

に行うときの方法に注意点は集中しており、

今回の教育課程改革においてもそのことは留

意すべきことであると思われる。 
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